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２０１４年２月２０日

パナソニック株式会社

エネファームとはエネファームとは

エネファームの現状と

今後の見通しについて

開発状況開発状況

さらなる市場の拡大へ向けてさらなる市場の拡大へ向けて

資源・エネルギー戦略調査会 水素社会推進小委員会 様



2/13家庭用燃料電池「エネファーム」とは

家庭用燃料電池エネファームは電気とお湯をつくる
コージェネレーションシステム 《創エネルギー》

水素（都市ガス/LP）

酸素（空気）



3/13燃料電池の開発ロードマップ

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

基礎技術開発 実用化開発 商品化開発 大規模実証
一般販売

NEDO NEDO

NEF NEF

実用化開発普及基盤整備事業 実用化戦略的技術開発

実証
研究 大規模実証事業

FCCJ （燃料電池実用化推進協議会）

FCA （燃料電池普及促進協会）

草津工場稼動首相公邸設置

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク

国

業
界 国・業界を挙げた取り組みを推進

2011

導入開始 普及拡大

2012 2013

◆ 2009年5月 世界に先駆け、一般販売開始
◆ 普及拡大に向けて、第３世代モデルを開発

導入拡大

コージェネレーション・エネ
ルギー高度利用センターACEJ

社長プロジェク
ト開始

出荷式

１１機１１機０９機０９機 １３機１３機

出荷式



4/13エネファームの進化

第一世代（２００９年） 第二世代（２０１１年） 第三世代（２０１３年）

１２０ｃｍ ９０ｃｍ ７５ｃｍ

耐久時間

設置奥行

１０００w～３００w ７５０w～２５０w ７５０w～２００w出力範囲

＋

（バックアップ熱源器）

世界最高
総合効率

９５％
（ＬＨＶ）

表示サイズ ９１×２１ｍｍ（８５００ドット）
表示サイズ ８０×４２ｍｍ（３０７２０ドット） 表示サイズ ９５×５４ｍｍ （１３０,５６０ドット）

＊ＤＳＳ＝Daily Start Stopの運転方式での耐久時間

４０，０００ｈ（ＤＳＳ）＊ ５０，０００ｈ（ＤＳＳ）＊ ６０，０００ｈ（ＤＳＳ）＊

１００ ６５ ４０コスト（指数）
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日本
アジア大洋州
（中・韓・豪）

北米
（アメリカ・カナダ）

（独）実証試験 ＰＥＦＣ／ＳＯＦ
Ｃ

（英）研究開発 ＳＯＦＣ

（日）商品化 ＰＥＦＣ

（日）11年発売 ＳＯＦＣ

（韓）実証試験 ＰＥＦＣ （米）研究開発 ＰＥＦＣ／ＳＯＦ
Ｃ

将来家庭用燃料電池で見込まれる市場ター
ゲット

欧州
（中欧・北欧・東欧・ロシア）

欧州 日本アジア大洋州 北米

６０万台
２８００億円

２０万台
１２００億円

３０万台
１４００億円

１０万台
６００億円

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ総需要 120万台 6,000億円 （2018年）

北米
（アメリカ・カナダ）

将来家庭用燃料電池で見込まれる市場ターゲット

欧州
（中欧・北欧・東欧・ロシア）

北米
（アメリカ・カナダ）

欧州
（中欧・北欧・東欧・ロシア）

燃料電池のグローバル市場ポテンシャルと課題

今後､燃料電池で見込まれる市場ターゲット

① ガスインフラが充実

② 電気／ガス料金比が大きい

③ 熱需要が高い

◆政策の後押し

トリプル２０等
◆シェールガス

多様なガス組成に対応できる燃料電池の開発が必要

■ 欧州・北米を中心に燃料電池の市場拡大が見込まれる



6/13

日本
アジア大洋州
（中・韓・豪）

北米
（アメリカ・カナダ）

（独）実証試験 ＰＥＦＣ／ＳＯＦ
Ｃ

（英）研究開発 ＳＯＦＣ

（日）商品化 ＰＥＦＣ

（日）11年発売 ＳＯＦＣ

（韓）実証試験 ＰＥＦＣ （米）研究開発 ＰＥＦＣ／ＳＯＦ
Ｃ

将来家庭用燃料電池で見込まれる市場ター
ゲット

欧州
（中欧・北欧・東欧・ロシア）

欧州 日本アジア大洋州 北米

６０万台
２８００億円

２０万台
１２００億円

３０万台
１４００億円

１０万台
６００億円

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ総需要 120万台 6,000億円 （2018年）

海外の家庭用燃料電池 開発動向

家庭用燃料電池の主な開発メーカー
（実証試験～販売段階）

■韓国の実証実験（国ﾌﾟﾛ）
2009年までに210台を設置、実証試験

5社のエネルギー供給会社と
3社のFCシステムメーカが参画。262台設置

■ ドイツの実証試験“Callux”

■海外でも欧州、韓国を中心に開発が活発化



7/13欧州市場への導入

・ドイツ大手ボイラーメーカの

フィスマン社との共同開発

スマホ、タブレット
でリモコン表示

※1：2013年9月9日現在。固体高分子形の家庭用燃料電池システムとして。(パナソニック調べ) 

１、発電時に出る熱を効率的に回収して暖房に利用し、

総合効率90%（LHV）を実現

２、地下室、ユーティリティールーム等の

屋内設置に適したシンプル構成

３、モバイル端末から、機器の操作や、

発電情報・メンテナンス情報などの確認が可能

左：貯湯タンク・

バックアップボイラーユニット
（フィスマン社製）

右：燃料電池ユニット

（パナソニック製）

■主な特長

■商品スペック

【発電出力】 750Ｗ（定格一定制御）
【熱出力】 1000Ｗ
【総合効率】 90%（LHV) （発電37%/熱回収53%）
【耐久性】 発電時間60,000時間（10年）、

起動停止4,000回

※2：ハイカロリーガスを利用する地域

※2 

■ 2014年4月 欧州初の家庭用燃料電池の販売を開始
～ドイツＨガス 地域から販売～

※1 



8/13欧州機 発売レセプションを実施

・２０１３年９月９日（月） 於：在ベルリン日本大使公邸

・ホスト ： フィスマン社 Ｄｒ.フィスマン会長、パナソニック 津賀社長

・出席者 ： ドイツ政府関係者、日本政府（中根駐独大使 他）、

ガスユーティリティ会社、業界関係者

フィスマン社幹部、パナソニック 等 約50名

握手をするフィスマン会長（右）
と中根大使（中央）、津賀社長

ベルリン在ドイツ日本大使公邸のレセプションの模様

■燃料電池の市場導入促進に向けた、認知度向上、社会的な関心を喚起



9/13欧州主要３国 政策支援

ドイツ イギリス フランス

売電価格

（FIT)

発電補助金
（CHP bonus)

μCHPへの

支援制度

・法令概要

・固定売電制度（FIT)
・発電補助金 0.0541€(2012年～）

・固定売電制度（FIT)

・発電補助金 12.5p（2012年10月～）
※MCS認証取得必要

・2010年「Pay as you save」スキーム

電気／ガス料金 *1

/kwh

差異0.217 ﾕｰﾛ＜0.278 ﾕｰﾛ/ 0.062ﾕｰﾛ＞ 差異0.128 ﾕｰﾛ＜0.168ﾕｰﾛ/ 0.040ﾕｰﾛ＞ 差異0.086 ﾕｰﾛ＜0.148 ﾕｰﾛ/ 0.062 ﾕｰﾛ＞

0.050 ﾕｰﾛ/kwh 0.033ﾎﾟﾝﾄﾞ（0.039 ﾕｰﾛ）/kwh 0.090 ﾕｰﾛ/kwh

0.0541 ﾕｰﾛ/kwh 0.125ﾎﾟﾝﾄﾞ （0.148 ﾕｰﾛ）/kwh

税制控除
（Energy tax credit)

送電線未使用返金
（Grid avoid payback)

0.0055 ﾕｰﾛ/Kwh （税額控除）

0.01 ﾕｰﾛ /kwh

購入補助金 1500€/Kw

・グルネル法（一次エネルギー規制）

・μＣＨＰ購入補助金（既築）
（2012．4から、1kw以下、1500ﾕｰﾛ/ｋｗ）

・再生可能エネルギー熱法
（50m2以上の新築時は、再生可能エネルギー

熱で、総需要の15～50%以上カバーする事が

義務化）

・固定売電制度（FIT)

（2013年より、新築１m2当りエネルギー消費を
年平均50kwh以下にする省エネ基準が義務化）

（JETRO：導入した省エネ機器で節約した費用で、
機器の費用を分割払いする仕組み）

*1）（参考価格）ヨーロスタッド2011税込み価格

機器価格の25% (TAX Credit)

・税制控除

VAT額削減 19％→5％

2013.10
UPDATE

9

余剰電力の買取制度に加えて、普及施策が充実

■ コージェネレーションで発電した、自家消費電力に対する「発電補助金」

■ 再生可能エネルギー熱法による、新築住宅への「コージェネレーション等の設置義務」



10/13本格普及に向けて

課題と方向性課題と方向性

■さらなるコスト低減

■分散型電源としての機能強化

●システム簡素化等技術開発

●海外展開等による販売増（数量効果）

政府導入目標

2020年： 累計 140万台
2030年： 累計 530万台

・設置可能住宅への展開（集合住宅・ビル）
・スマートコミュニティへの活用対応
・環境・制度への対応（逆潮流等）

2014年～

Fujisawa SST（サステナブル・スマート・タウン）

目標
街全体での
CO2削減７０％
（1990年比）



11/13つながることで実現するエコ＆スマートなくらし

スマート・エナジー

燃料電池・太陽電池・蓄電池のベストミックスで
電源供給源の多様化と電力供給の安定化

■機器の連携で、エネルギーの「見える化」・「自動制御」でムダなく、無理なく節電
■「電気を作って、ためて、使う」安心・安全、快適でエコなくらし



12/13燃料電池開発がもたらす社会的効果

燃料電池を構成する
主要部品･デバイス 環境へ適合したエネルギー需給の実現

世界との競争を勝ち抜く先進産業群

● エネルギー需給･気候変動問題への対策

裾野が広く 地域再生を
担う周辺産業群
（ｻﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ）

●日本経済の将来の発展を支える 力強い新規事業の創出

燃料電池事業は「地球環境への対応」と共に
「国際競争力のある裾野の広い新規産業群創出」へも期待が大きい
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